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被用者年金制度の一元化 
（共済年金を厚生年金に統合） 

※ 実現可能で必要な当面の改革をしっかりと実施していくことが真に求められているこ
とから、まずは、以下に掲げる適用拡大等の必要な改革に取り組む。 

適用拡大（25万人） 

施行後３年目途の検討
を前倒して実施。 

低所得・低年金者への福祉給付金 
（年金生活者支援給付金の創設） 

年金制度改革に向けた工程表 

○ 年金制度改革は、目下、民主党政権下で成立させた改革内容（被用者年金一元化、適用拡大、福祉給付金）
などが28年10月まで順次施行されていく状況。 

○ これらを踏まえつつ、「若者・子育て世代への支援」をテーマとした必要な改革に取り組んでいく。 

★ 
衆院任期 ★ 

参院選挙 
★ 
参院選挙 

４年間 

検討期限 

20時間以上の完全適用を目指した改革を実施 
★ 適用拡大を通じて、「最低保障機能の強化」
「若者世代への支援」の効果も期待。 

免除制度の拡充などの改革を実施 
★ 免除制度の拡充を通じて、「若者世代へ
の支援」の効果も期待。 

訓練期間や失業期間の厚生年金の適用、 
子育て期間中の保険料免除措置の拡充 
などの改革を実施 

厚生年金保険料の免除措置を 
育休期間に加えて、産休期間にも拡大 
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